
取締役及び執行役の個人別の報酬等の内容に係る決定に関する方針 

１ 報酬体系 

（１）取締役と執行役を兼務する場合は、執行役としての報酬を支給する。 

（２）当会社の取締役が受ける報酬については、経営等に対する責任の範囲・

大きさを踏まえ、職責に応じた確定金額報酬を支給するものとする。 

（３）当会社の執行役が受ける報酬については、職責に応じた基本報酬（確定

金額報酬）、短期インセンティブである賞与並びに中長期インセンティブで

ある株式報酬（業績非連動型及び業績連動型）を支給するものとし、業績

目標の達成及び持続的な成長に向けた健全なインセンティブとして機能す

る仕組みとする。 

２ 取締役の報酬 

取締役の報酬については、経営の監督という主たる役割を踏まえ、職責に

応じた一定水準の確定金額報酬を支給し、その水準については取締役として

の職責の大きさ及び各委員会における役割並びに当会社の現況を考慮して相

応な程度とする。 

３ 執行役の報酬 

執行役の報酬については、役位によって異なる責任の違い等を踏まえ、そ

の職責に応じた一定水準の基本報酬（確定金額報酬）及び株式報酬（業績非

連動型）並びに経営計画の達成状況等を反映させた業績連動型の賞与及び株

式報酬を支給する。 

基本報酬の水準については執行役の職責の大きさと当会社の現況を考慮し

て相応な程度とする。ただし、特別な業務知識・技能が必要な分野を担当す

る執行役であって、その職責に応じた報酬によっては他社において当該分野

を担当する役員が一般に受ける報酬水準を著しく下回ることとなる者につい

ては、職責に応じた報酬に代え、他社の報酬水準を参考とした報酬を基本報

酬とすることができる。 

賞与については、単年度の業績目標の着実な達成を促すインセンティブと

して機能するよう、職責に応じた基準額に個人別評価に基づく係数及び経営

計画の達成状況等に応じて変動する支給率を乗じて算出される金銭を毎年付

与する。 

株式報酬については、中長期的な企業価値の向上及び持続的な成長に向け

た健全なインセンティブとして機能するよう、職責に応じた定額のポイント



を毎年付与するとともに、職責に応じた基本ポイントに経営計画の達成状況

等に応じて変動する支給率を乗じて算出されるポイントを中期経営計画の最

終年度終了後に付与し、退任時に累積されたポイントに応じた株式及び一定

割合の株式を換価して得られる金銭を給付するものとする。 

なお、国家公務員からの出向者が執行役に就任した場合にあっては、当該

執行役の退任時（退任後、引き続いて国家公務員となる場合を除く。）に国家

公務員としての在職期間を通算の上、社員の退職手当規程を準用して算出さ

れた退職慰労金を支給できるものとする。 

４ その他 

当会社の取締役又は執行役であってグループ会社の取締役、監査役、執行

役又は執行役員を兼職する場合は、当該取締役又は執行役が主たる業務執行

を行う会社においてその報酬を支給する。 

以上 


